
 

 

平成 24年８月１ 日 

 

行 政 評 価 局 調 査 の 実 施 

 

＜ 医 療 安 全 対 策 に 関 す る 行 政 評 価 ・ 監 視 ＞ 

 

＜ 農 地 公 共 事 業 に 関 す る 行 政 評 価 ・ 監 視 

― 農 業 水 利 施 設 の 保 全 管 理 等 を 中 心 と し て ― ＞ 

 

 

 
 総務省行政評価局は、「行政評価等プログラム」に基づき、行政評価局調査を重点的かつ

計画的に実施しています。 

 今回、平成 24年８月から実施する上記２テーマの計画について公表します。 

連絡先 

＜医療安全対策に関する行政評価・監視について＞ 

行政評価局厚生労働等担当評価監視官室 

担当：田中 

電話（直通）：03-5253-5453 

ＦＡＸ：03-5253-5457 

 

＜農地公共事業に関する行政評価・監視について＞ 

行政評価局農林水産、環境、防衛担当評価監視官室 

担当：大藪 

電話（直通）：03-5253-5439 

ＦＡＸ：03-5253-5443 

 

＜行政評価局調査全般について＞ 

 行政評価局総務課 

担当：高橋 

電話（直通）：03-5253-5407 

ＦＡＸ：03-5253-5412 

 

※ インターネットでのお問合せについては、以下の総務省ＨＰで受け付けております。 

https://www.soumu.go.jp/hyouka/i-hyouka-form.html 



 
 

○  

 

 

 

 

○

 

 

 

医療安全対策に関する行政評価・監視 

調査の背景 

 

○

 

○  

 

 
   

 

 

○ 医療安全については、医療法施行規 

則により、医療機関に対し、医療に係る 

安全管理体制の確保、院内感染対策の 

ための体制の確保等を義務付け 

 

  

 

○ 都道府県等に対し、医療法に基づく立

入検査において、それらの確認と指導を

要請 

 

  

 

 

○ 平成23年における特定機能病院 

（注）等からの医療事故情報の報告 

件数は2,483件、事故に至らずに済 

んだヒヤリ・ハットの発生件数は 

627,170件 

 院内感染についても、依然として 

事案が発生 

（注）特定機能病院とは、病院のうち、高度の 

 医療を提供する能力を有すること等につい 

 て、厚生労働大臣の承認を得たものをいう。 

 医療安全対策の推進を図る観点 

から、国等による医療機関に対する 

指導監督の実施状況、医療安全対 

策の推進を図るための各種事業の 

実施状況、医療機関における医療 

に係る安全管理体制の確保状況等 

を調査し、関係行政の改善に資する 

ために実施 

主要調査項目と調査の視点 

１ 国等における医療安全対策の実施状況 

 国等による医療機関に対する指導監督の実施状況、医療事故情報収集・分析・提供事業、 

院内感染対策サーベイランス事業等の実施状況を調査 

２ 医療機関における医療安全対策の実施状況 

 医療機関における、①医療に係る安全管理、②院内感染対策、③医薬品に係る安全管理、

④医療機器に係る安全管理のための体制の確保状況等を調査 

主要調査対象 

調査対象機関

厚生労働省 

関連調査等対象機関 

独立行政法人、国立大学法人、都道府
県、市・特別区、保健所、関係団体等 

調査実施期間

 

 

 

 

 

 

 

平成24年８月～25年７月（予定） 



農地公共事業に関する行政評価・監視－農業水利施設の保全管理等を中心として－ 
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調査の背景 
 農業用用排水路を始めとする農業水利施

設は、国民に安定的な食料の供給を行うた

め必要不可欠な農業生産基盤として重要な

施設 

 これまでに整備された農業水利施設は、水

路の約40万㎞（総延長）、受益面積を100ha

以上とする基幹的施設は、水路約４万9,000

㎞、農業用ダム、頭首工等約7,000箇所 

 これらの施設は、国や都道府県が整備した

施設であっても土地改良法に基づく管理委

託等により、その約７割を土地改良区が管

理 

  水利用が低調な施設や、国、都道

府県、管理者の財政のひっ迫等によ

り、その機能の将来にわたる安定的

な発揮等の課題あり 

  農村の都市化・混住化やその管

理の多くを担う土地改良区の組合員

の兼業化や高齢化に  より、管理作業

は一層の困難化 

 東日本大震災により多くの農業水

利施設が損壊・流失 

  平成24年３月30日に新「土地改良

長期計画」を閣議決定。農業水利施

設の戦略的な保全管理等を推進 

 農業水利施設の効率的かつ効果 

 的な保全管理等を推進する観点か 

 ら、同施設の利用状況等の現状、 

 管理体制、新たな保全管理の取組 

 の実施状況、震災対策の取組状況 

 等を調査し、関係行政の改善に資 

 するために実施 

主要調査項目と調査の視点

１ 農業水利施設の現状及び管理体制等 

農業水利施設の利用状況等の現状、管理体制等の実態を調査  

２ 農業水利施設の新たな保全管理の取組の実施状況 

農業水利施設のストックマネジメントの取組状況、地域主体の維持管理の取組状況等を調査 

３ その他 

農業水利施設に係る震災対策の実施状況等を調査 

主要調査対象 

調査対象機関 
 農林水産省

関連調査等対象機関

 都道府県、市町村、関係団体等 

調査実施期間 
   平成24年８月～25年７月（予定） 
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医療安全対策に関する行政評価・監視 資料１ 

１ 医療施設数の状況（各年 12月末現在）

  

  

           （単位：施設） 

  平成 19年 20年 21年 22年 23年 

病院（注２） 8,844 8,790 8,728  8,665 8,612 

一般診療所（注３） 99,571 99,682 99,643 99,836 99,959 

歯科診療所（注４） 67,879 68,101 68,155 68,398 68,492 

合計 176,294 176,573 176,526 176,899 177,063 

（注１）厚生労働省の資料に基づき、当省が作成した

（注２）患者 20人以上の入院施設を有するもの 

（注３）患者の入院施設を有しないもの又は患者 19人以下の入院施設を有するもの 

（注４）患者の入院施設を有しないもの又は患者 19人以下の入院施設を有するもの（歯科医業のみを行う

場所） 

 

 

２ 医療事故情報収集・分析・提供事業の状況 

 

  
 

 
 179 

123 

169 

521 
316 

平成19年 20年 21年 22年 23年 

報告義務対象医療機関報告件数 参加登録申請医療機関報告件数 

      （単位：施設、件） 

 平成 19年 20年 21年 22年 23年 

報告義務対象機関 

（注２） 

報告機関数 273 272 273 272 273 

報告件数 1,266 1,440 1,895 2,182 2,483 

参加登録申請機関 

（注３） 

報告機関数 285 283 427 578 609 

報告件数 179 123 169 521 316 

（注 1）日本医療機能評価機構の資料に基づき、当省が作成した 

（注２）医療法施行規則（昭和 23年厚生省令第 50号））で報告が義務付けられている特定機能病院等 

（注３）報告義務対象機関以外で当該事業に参加を希望する医療機関 

 

３ ヒヤリ・ハット事例収集・分析・提供事業の状況 

（単位：施設、件） 

 平成 22年 23年 

報告施設数（注２） 1,015 1,051 

報告件数 560,024 627,170 

（注１）日本医療機能評価機構の資料に基づき、当省が作成した 

（注２）当該事業への参加は任意 
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医療安全対策に関する行政評価・監視 資料２ 

○ 最近の主な院内感染の事例 

発生時期 発生病院 原因菌 概要 

平成 21年８月 帝京大学医学部 多剤耐性アシネ 46 人が感染し、う

～22年５月 附属病院 トバクター ち 27 人が死亡。９

人が死亡との因果

関係の疑い。 

22年９月～11月 東京大学医学部 多剤耐性緑膿菌 ５人が死亡。死亡と

附属病院 感染の因果関係は

不明。 

23年８月～10月 松戸市立病院 多剤耐性緑膿菌 ３人が感染し、死

亡。死亡と感染の因

果関係は低い。 

23年９月～10月 新潟県立新発田 多剤耐性緑膿菌 ４人が感染し、うち

病院 ２人が死亡、1人が

多剤耐性緑膿菌の

感染合併で死亡。 

24年２月～５月 日本医科大学付 多剤耐性アシネ 11 人が感染し、う

 属病院 トバクター ち６人が死亡した

が、原疾患によるも

の。 

24年２月～６月 東京青梅病院 結核 78 人が感染し、10

人が発病、うち１人

が結核を原因とし

て死亡。 

 

（注）当省が、報道状況等を基に作成した 
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農地公共事業に関する行政評価・監視 資料１ 

 
 
 
 

 

○都道府県別の基幹的農業水利施設の状況（平成 22 年） 
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（注）農林水産省公表資料から抜粋



農地公共事業に関する行政評価・監視 資料２ 

 
 
 

 
 
 
 
 

 

○耐用年数を迎える基幹的農業水利施設数 

○  

（出典）「平成２２年食料・農業・農村白書」 
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農業水利施設の突発事故の発生状況

（出典）「平成２２年食料・農業・農村白書」




